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前
の
「
一
般
措
置
」
と
「
特
例
措

置
」
が
併
存
す
る
状
態
に
な
っ
た
点

だ
。
本
制
度
を
使
う
な
ら
、
特
例
措

置
を
優
先
し
て
利
用
し
た
い
。

　

特
例
措
置
は
、
現
行
の
一
般
措
置

の
条
文
を
準
用
す
る
部
分
が
多
い
た

め
、
次
に
挙
げ
る
一
般
措
置
と
の
違

い
を
押
さ
え
る
と
よ
い
だ
ろ
う
（
図

表
１
）。

㋐
対
象
株
数
の
制
限
の
撤
廃
・
相
続

税
の
猶
予
割
合
を
１
０
０
％
に

　

一
般
措
置
は
、
納
税
猶
予
の
対
象

と
な
る
株
式
数
に
、
総
株
式
数
の
３

分
の
２
と
い
う
上
限
が
あ
り
、
か
つ

相
続
税
の
猶
予
割
合
は
80
％
で
あ
っ

た
た
め
、
実
際
に
猶
予
さ
れ
る
税
額

は
５
割
程
度
（
３
分
の
２
×
80
％
）

に
留
ま
り
、
労
力
の
割
に
効
果
が
期

待
で
き
な
い
制
度
内
容
で
あ
っ
た
。

　

そ
こ
で
特
例
措
置
で
は
、
18
年
４

月
１
日
か
ら
23
年
３
月
31
日
（
以

下
、
５
年
）
ま
で
に
特
例
承
継
計
画

を
提
出
し
、
18
年
１
月
１
日
か
ら
27

年
12
月
31
日
（
以
下
、
10
年
）
ま
で

に
一
定
の
要
件
を
満
た
し
た
贈
与
・

相
続
に
つ
い
て
は
、
全
額
納
税
が
猶

予
さ
れ
る
こ
と
に
な
っ
た
。

㋑
雇
用
確
保
要
件
の
緩
和

　

現
行
の
一
般
措
置
は
厳
し
い
雇
用

確
保
要
件
（
５
年
間
で
平
均
８
割
以

上
の
雇
用
を
維
持
）
に
よ
る
猶
予
打

　

２
０
１
８
年
度
税
制
改
正
に
よ
り

本
制
度
に
10
年
間
（
18
年
１
月
～
27

年
12
月
ま
で
）
の
時
限
措
置
と
し
て

「
特
例
措
置
」
が
設
け
ら
れ
た
。
留

意
す
べ
き
は
、
こ
れ
に
よ
り
そ
れ
以

ち
切
り
リ
ス
ク
が
高
か
っ
た
こ
と
が

足
か
せ
と
な
り
、
利
用
件
数
が
少
な

い
。

　

一
方
、
新
設
さ
れ
た
特
例
措
置
で

は
、
雇
用
確
保
要
件
未
達
の
場
合
で

も
そ
の
理
由
を
所
定
の
書
面
（
認
定

経
営
革
新
等
支
援
機
関
の
意
見
が
必

要
）
で
都
道
府
県
知
事
に
提
出
す
れ

ば
、
納
税
猶
予
を
継
続
で
き
る
。

㋒
承
継
後
の
経
営
環
境
の
変
化
に
応

じ
た
措
置

　

特
例
措
置
で
は
、
承
継
後
の
負
担

を
軽
減
さ
せ
る
目
的
で
、
経
営
環
境

の
変
化
に
応
じ
た
減
免
措
置
が
施
さ

猶
予
す
る
代
わ
り
に
猶
予
期
間
中
、

会
社
を
継
続
さ
せ
る
等
、
厳
格
か
つ

詳
細
な
要
件
を
求
め
る
も
の
だ
。

　

も
し
、
要
件
未
達
、
届
出
等
の
手

続
き
の
失
念
、
そ
の
他
一
定
の
確
定

事
由
に
該
当
す
る
場
合
に
は
、
猶
予

さ
れ
た
税
額
の
全
額
ま
た
は
一
部
と

利
子
税
を
併
せ
て
「
納
付
」
し
な
け

れ
ば
な
ら
な
い
。

　

一
方
で
猶
予
税
額
が
「
免
除
」
さ

れ
る
の
は
、
贈
与
税
の
納
税
猶
予
制

度
で
は
先
代
経
営
者
等
（
贈
与
者
）

ま
た
は
後
継
者
（
受
贈
者
）
の
死
亡

等
一
定
の
場
合
、
相
続
税
の
納
税
猶

予
制
度
で
は
後
継
者
（
相
続
人
等
）

の
死
亡
等
一
定
の
場
合
と
決
め
ら
れ

て
い
る
。

　

加
え
て
贈
与
税
の
納
税
猶
予
制
度

か
ら
相
続
税
の
納
税
猶
予
制
度
に
切

り
替
え
る
こ
と
も
で
き
る
。
贈
与
税

の
納
税
猶
予
制
度
適
用
中
に
贈
与
者

が
死
亡
し
た
場
合
、
納
税
を
猶
予
し

て
い
た
贈
与
税
が
免
除
さ
れ
る
が
、

後
継
者
が
そ
の
株
式
等
を
相
続
等
に

よ
り
取
得
し
た
も
の
と
み
な
さ
れ
、

贈
与
時
点
の
株
式
評
価
額
が
相
続
税

の
対
象
と
な
る
。
こ
の
と
き
、
相
続

税
の
納
税
猶
予
制
度
に
切
り
替
え
る

こ
と
が
で
き
る
の
だ
。

　

正
直
い
っ
て
猶
予
税
額
の
「
免

て
見
て
い
こ
う
。

①
事
業
承
継
税
制
と
は

　

事
業
承
継
税
制
（
以
下
、
本
制

度
）
と
は
、
後
継
者
が
非
上
場
株
式

等
を
贈
与
ま
た
は
相
続
等
に
よ
り
取

得
し
た
場
合
に
、
そ
の
贈
与
税
ま
た

は
相
続
税
の
納
税
を
「
猶
予
」
で
き

る
制
度
で
あ
る
（
さ
ら
に
要
件
を
満

た
せ
ば
猶
予
さ
れ
た
贈
与
税
ま
た
は

相
続
税
が
「
免
除
」
さ
れ
る
）。

　

株
式
の
承
継
時
に
高
額
な
税
負
担

を
強
い
ら
れ
る
と
、
事
業
承
継
が
進

ま
な
い
。
本
制
度
は
そ
の
税
負
担
を

こ
で
は
、
事
業
承
継
税
制
に

つ
い
て
最
新
の
改
正
も
含
め

除
」
ま
で
の
道
の
り
は
長
い
。
労
力

を
費
や
し
て
、
納
税
を
先
延
ば
し
し

て
、
免
除
事
由
が
生
じ
た
と
き
に
要

件
（
手
続
き
含
む
）
を
満
た
す
こ
と

で
初
め
て
納
税
免
除
の
土
俵
に
乗
る

こ
と
が
で
き
る
の
だ
。
し
か
も
、
猶

予
税
額
の
一
部
し
か
免
除
さ
れ
な
い

場
合
も
あ
る
。
納
税
を
猶
予
で
き
れ

ば
当
然
に
猶
予
税
額
全
額
が
免
除
さ

れ
る
わ
け
で
は
な
い
と
い
う
こ
と
を

し
っ
か
り
ア
ド
バ
イ
ス
し
た
い
。

現
在
は
新
旧
制
度
が

併
存
し
て
い
る
状
態

②
一
般
措
置
と
特
例
措
置

こ

出所：（国税庁）非上場株式等についての贈与税・相続税の納税猶予・免除（事業承
継税制）のあらまし（著者加工）

図表１　特例措置と一般措置の比較

特例措置 一般措置

事前の
特例承継計画等

５年以内の特例承継計画の提出
平成30年（2018年）４月１日から
平成35年（2023年）３月31日まで

不要

適用期限
10年以内の贈与・相続等

平成30年（2018年）１月１日から
平成39年（2027年）12月31日まで

なし

対象株数 全株式 総株式数の
最大３分の２まで

納税猶予割合 100％ 贈与：100％　相続：80％

雇用確保要件 弾力化 承継後５年間
平均８割の雇用維持が必要

事業の継続が
困難な事由が
生じた場合の免除

あり なし

相続時精算課税の
適用

60歳以上の者から
20歳以上の者への贈与

60歳以上の者から20歳以上の
推定相続人・孫への贈与

承継パターン 複数の株主から
最大３人の後継者 複数の株主から１人の後継者

事業承継に向けた後継者との関係づくり特 集

　
後
継
者
が
株
式
を
引
き
継
ぐ
に
あ
た
り
、
活
用
し
た
い
事
業
承

継
税
制
の
基
本
や
ア
ド
バ
イ
ス
ポ
イ
ン
ト
を
解
説
す
る
。

事
業
承
継
税
制
の
ポ
イ
ン
ト
と

後
継
者
へ
の
ア
ド
バ
イ
ス

坂
本
政
史
外
岡
修
税
理
士
事
務
所
・
税
理
士


